
令和８年度第２回知多北部広域連合介護保険事業計画推進委員会 次第 

 

                  日時 令和８年８月２０日（木）午後２時から 

                  場所 東海市しあわせ村 

                     保健福祉センター 第１・第２会議室 

 

１ 開会 

２ あいさつ 

３ 議題 

 （１）第１０期知多北部広域連合介護保険事業計画について 

   ア 市町の施設整備計画について                【資料１】 

   イ 事業計画案（骨子）について                【資料２】 

４ その他 

５ 閉会 

 

 



氏　　名 代表者所属団体等 選出区分
要綱
３条

委員長 斉藤　雅茂 日本福祉大学 識見を有する者 ５号

副委員長 市野　恵 特定非営利活動法人　地域福祉サポートちた ＮＰＯ法人代表 ５号

委員 加藤　浩一 一般社団法人　東海市医師会 理事 １号

委員 安藤　啓一郎 知多郡医師会　知多医師団 医師代表 １号

委員 阿知波　恒仁 一般社団法人　東海市歯科医師会 歯科医師代表 １号

委員 佐藤　あづさ 大府市薬剤師会 薬剤師代表 １号

委員 柳田　幸喜 東海市シニアクラブ連合会 老人クラブ連合会代表 ２号

委員 衣川　千秋 知多市健康づくり食生活改善協議会 食生活改善協議会代表 ２号

委員 鈴置　繁雄
社会福祉法人
大府市町社会福祉協議会

社会福祉協議会代表 ２号

委員 水野　智久 東浦町民生委員児童委員協議会 民生・児童委員協議会代表 ２号

委員 斎藤　充 大府市 公募委員(１号被保険者) ３号

委員 森田　清和 知多市 公募委員(１号被保険者) ３号

委員 長谷川　貴子 東海市 公募委員(２号被保険者) ３号

委員 平林　磨 東浦町 公募委員(２号被保険者) ３号

委員 若林　美恵子
社会福祉法人東海市社会福祉協議会
東海市加木屋居宅介護支援事業所

居宅介護支援事業所代表 ４号

委員 黒野　亜樹 特別養護老人ホーム　東海福寿園 入所系事業所代表（特養） ４号

委員 久保　晴彦
社会福祉法人仁至会
介護老人保健施設　ルミナス大府

入所系事業所代表（老健） ４号

委員 福田　正
社会福祉法人知多福祉会
ふれあいの里デイサービスセンター

通所系事業所代表 ４号

委員 平井　真理子 社会福祉法人東浦町社会福祉協議会 訪問系事業所代表 ４号

委員 伊藤　篤史 医療法人共和会 地域密着型事業所代表 ４号

委員 井上　裕希 株式会社　ＳＫＹ 特定施設(有料老人ホーム等)代表 ４号

委員 尾之内　直美
公益社団法人　認知症の人と家族の会
愛知県支部

識見を有する者 ５号

委員 勝崎　哲治 公益社団法人　知多市シルバー人材センター シルバー人材センター代表 ６号

委員 小林　真矢
社会福祉法人東浦町社会福祉協議会
東浦町高齢者相談支援センター

高齢者相談支援センターの代表 ６号

     令和８年度 介護保険事業計画推進委員名簿 （敬称略）



  知多北部広域連合職員名簿

所属・職名 氏　名

事務局長 阿部　吉晋

事業課長 山下　秀彰

事業課長補佐 竹内　美登

事業課資格管理係長 岩田　耕治

事業課認定係長 渡邉　真輔

事業課給付係長 久納　勇司

事業課給付係長（地域支援担当） 横井　良太

構成市町介護保険担当課長

所属 氏　名

東海市高齢者支援課 池田　富士子

大府市高齢障がい支援課 深谷　雄紀

知多市長寿課 榊原　琢磨

東浦町ふくし課 村上　智絵
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   知多北部広域連合介護保険事業計画推進委員会設置要綱 

 

 （設置） 

第１条 知多北部広域連合介護保険事業計画（以下「計画」という。）の進行管理及び

見直しに関する事項並びに介護保険事業の実施に関する重要な事項を協議するた

め、知多北部広域連合介護保険事業計画推進委員会（以下「委員会」という。）を

設置する。 

 （所掌事項） 

第２条 委員会は、次の事項について協議する。 

 ⑴ 計画の進行管理に関すること。 

 ⑵ 計画の見直し原案策定に関すること。 

 ⑶ 介護保険事業の実施についての重要事項に関すること。 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員２５人以内をもって組織し、次に掲げる者の中から広域連合

長が委嘱する。 

 ⑴ 医師、歯科医師及び薬剤師を代表する者 

 ⑵ 保健及び福祉団体を代表する者 

 ⑶ 介護保険の被保険者を代表する者 

 ⑷ 介護保険サービス提供者を代表する者 

 ⑸ 識見を有する者 

 ⑹ その他広域連合長が特に必要と認める者 

（委員の任期） 

第４条 委員会の委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 （委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により選出する。 
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３ 副委員長は、委員長の指名により選出する。 

４ 委員長は、委員会を代表し、委員会の会議を総理する。 

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたときは、その職

務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ、これを開くことができない。 

３ 委員会の会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

委員長の決するところによる。 

４ 委員長は、必要に応じて関係者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

 （専門部会） 

第７条 委員会には、第２条の所掌事項の一部を専門的に協議するため必要に応じ、

専門部会（以下「部会」という。）を置くことができる。 

２ 部会は、委員１５人以内で組織し、委員会の委員の中から委員会において選出す

る。 

３ 部会に部会長及び副部会長１人を置く。 

４ 部会長は当該部会を組織する委員の互選により選出し、副部会長は部会長の指名

により選出する。 

５ 部会長は、部会を代表し、部会の会議を総理する。 

６ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるとき又は欠けたときは、その職

務を代理する。 

７ 部会の会議は、部会長が招集し、会議の議長となる。 

８ 部会の会議は、当該部会を組織する委員の過半数が出席しなければ、これを開く

ことができない。 

９ 部会の会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

部会長の決するところによる。 

１０ 部会長は、必要に応じて関係者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

１１ 部会は、その協議結果を委員会に報告するものとする。 
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 （庶務） 

第８条 委員会の庶務は、広域連合事務局事業課において行う。 

 （補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、委員長が会議に諮って定める。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１２年５月１日から施行する。 

２ 平成１４年３月３１日以前に委嘱された委員の任期は、第４条第１項の規定にか

かわらず、同日までとする。 

   附 則 

この要綱は、平成１２年１０月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１７年９月２７日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 



第10期施設整備計画 【資料１】

サービス種別 定員 サービス種別 定員 サービス種別 定員

東海市 - 地域密着型介護老人福祉施設 29 -
大府市 認知症対応型共同生活介護 18 - -
知多市 - - -
東浦町 - 看護小規模多機能型居宅介護 29 認知症対応型共同生活介護 18

【参考】 （待機者調査より）
対象サービス種別 人数

介護老人福祉施設 45
介護老人保健施設 4
介護医療院 0
（地密）特定施設 0
認知症対応型共同生活介護 0
（地密）介護老人福祉施設 0

合計 49

第１０期
令和９年度 令和１０年度 令和１１年度



【資料№２】
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基本指針の構成について（  市町村介護保険事業計画）

改正案 現行

一 市町村介護保険事業計画の作成に関する基本的事項

二 市町村介護保険事業計画の基本的記載事項

１ 日常生活圏域

２ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み及び2040年度を含

む中長期的な推計

３ 各年度における地域支援事業の量の見込み及び2040年度を含む中長期的な推計

４ 2040年を見据えた中長期的なサービス提供体制の確保に関して取り組むべき事項

５ 被保険者の地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等となることの予防又

は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付の適正化への取組及び目標設定

三 市町村介護保険事業計画の任意記載事項

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進のため重点的に取り組むことが必要な事項
２ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの見込量の確保のための方策
３  各年度における地域支援事業に要する費用の額及びその見込量の確保のための方策
４ 認知症施策の推進 等

一 市町村介護保険事業計画の作成に関する基本的事項

１ 基本理念､達成しようとする目的及び地域の実情に応じた特色の明確化､施策の達成

状況の評価等

２ 要介護者等地域の実態の把握等

３ 市町村介護保険事業計画の作成のための体制の整備

４ 中長期的な推計及び第９期の目標

５ 目標の達成状況の点検、調査及び評価等並びに公表

６ 日常生活圏域の設定

７ 他の計画との関係

８ その他

二 市町村介護保険事業計画の基本的記載事項

１ 日常生活圏域

２ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み

３ 各年度における地域支援事業の量の見込み

４ 被保険者の地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等となることの予防又

は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付の適正化への取組及び目標設定

三 市町村介護保険事業計画の任意記載事項

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進のため重点的に取り組むことが必要な事項

２ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの見込量の確保のための方策

３ 各年度における地域支援事業に要する費用の額及びその見込量の確保のための方策

４ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び介護現場の生産性の向上の推進等

統合

１ 基本理念､達成しようとする目的及び地域の実情に応じた特色の明確化､施策の達成

状況の評価等
２ 要介護者等地域の実態の把握等 独立
３ 市町村介護保険事業計画の作成のための体制の整備

４ 愛知県との連携

５ 第10期の目標

６ 目標の達成状況の点検、調査及び評価等並びに公表

７ 他の計画との関係

８ その他
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